
平成１９年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成18年11月20日

上 場 会 社 名 株式会社 みずほフィナンシャルグループ 上場取引所（所属部） 東証市場第一部
コ ー ド 番 号 ８４１１ 大証市場第一部

本社所在都道府県　　 東京都
代 表 者
問合せ先責任者 ＴＥＬ (03）5224-2030
決算取締役会開催日 平成18年11月20日 配当支払開始日 －
単元株制度採用の有無

１．18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）
(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

18年９月中間期

17年９月中間期

18年３月期

18年９月中間期

17年９月中間期

18年３月期

(注）①期中平均株式数(自己株式数を除く)   
普通株式 　18年９月中間期  11,939,258株 　17年９月中間期  12,002,040株 　18年３月期  12,001,823株

  　 ②会計処理の方法の変更   有
       会社法の施行に伴う会計基準の改正等に伴うものであります。
　　　 なお、詳細につきましては「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。
  　 ③営業収益、営業利益、経常利益、中間純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態 　

18年９月中間期

17年９月中間期

18年３月期

(注）①期末発行済株式数(自己株式数を除く)　　       
普通株式 　18年９月中間期  11,869,140株   17年９月中間期  12,001,812株   18年３月期  12,001,399株

     ②期末自己株式数
普通株式 　18年９月中間期       3,055株   17年９月中間期       2,183株   18年３月期       2,596株

２. 19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

通   期
  (参考)１株当たり予想当期純利益（通期）    102,494円 96銭

３. 配当状況
　・現金配当

18年３月期

19年３月期(実績)

19年３月期(予想)
(注)普通株式の配当状況を記載しております。

※業績予想の利用にあたっての注意事項等については、2-3頁をご覧ください。

１株当たり配当金（円）

－   
7,000  

7,000  

中間期末 期末 年間

－   4,000  4,000  

（URL：http://www.mizuho-fg.co.jp/)
取 締 役 社 長 前 田 晃 伸
主 計 部 長 岸 田     守

無

営 業 収 益

1,219,706  ( 979.4)
百万円 ％ 百万円 ％

営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％

112,995  ( 714.4)
1,234,363  ( 931.2)
119,704  ( 505.8) 113,205  ( 706.6)

1,225,085  ( 982.2)

113,452  

中間(当期)純利益 1株当たり中間(当期)純利益

128,990  115,512  

百万円 ％ 円 銭

1,241,772  ( 747.7) 103,714  54
146,494  ( 613.3) 12,205  83
790,240  63,040  65

総  資  産 純　資　産

185,215

自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

51
4,192,598  2,359,657                  56.3 44,095 59
4,772,176  3,178,778                  66.6

81

営業収益 経常利益 当期純利益

4,793,061  2,752,319                  57.4 94,861

1,250,000  1,220,000  1,240,000  
百万円 百万円 百万円
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株式会社 みずほフィナンシャルグループ

○株式数

期中平均
株式数

期末発行済
株式数

期中平均
株式数

期末発行済
株式数

期中平均
株式数

期末発行済
株式数

株 株 株 株 株 株
普通株式 11,939,258   11,869,140   12,002,040   12,001,812   12,001,823   12,001,399   
第二回第二種優先株式 －   －   50,327   －   25,232   －   
第三回第三種優先株式 －   －   81,967   －   41,095   －   
第四回第四種優先株式 77,049   －   150,000   150,000   150,000   150,000   
第六回第六種優先株式 77,049   －   150,000   150,000   150,000   150,000   
第七回第七種優先株式 －   －   125,000   125,000   66,438   －   
第八回第八種優先株式 －   －   48,606   －   24,369   －   
第十回第十種優先株式 －   －   114,754   －   57,534   －   
第十一回第十一種優先株式 943,740   943,740   943,740   943,740   943,740   943,740   
第十三回第十三種優先株式 36,690   36,690   36,690   36,690   36,690   36,690   
（注）①１単位の株式数は、普通株式及び優先株式とも１株であります。

      ②株式数は自己株式数控除後のものです。

○配当状況
　・現金配当

中間期末 期末 年間
普通株式 18年3月期 －   4,000   4,000   

19年3月期(実績) －   
19年3月期(予想) 7,000   

第四回第四種優先株式 18年3月期 －   47,600   47,600   
19年3月期(実績) －   
19年3月期(予想) －   

第六回第六種優先株式 18年3月期 －   42,000   42,000   
19年3月期(実績) －   
19年3月期(予想) －   

第七回第七種優先株式 18年3月期 －   －   －   
19年3月期(実績) －   
19年3月期(予想) －   

第十一回第十一種優先株式 18年3月期 －   20,000   20,000   
19年3月期(実績) －   
19年3月期(予想) 20,000   

第十三回第十三種優先株式 18年3月期 －   30,000   30,000   
19年3月期(実績) －   
19年3月期(予想) 30,000   

20,000   

30,000   

 18年３月期 17年９月中間期

１株当たり配当金（円）

7,000   

－   

 18年９月中間期

－   

－   
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株式会社 みずほフィナンシャルグループ

（参考）

「18年９月中間期の業績」指標算式

○１株当たり中間（当期）純利益

中間（当期）純利益－普通株主に帰属しない金額 *1
          普通株式の期中平均株式数 *2

○１株当たり純資産 

（中間）期末純資産－控除する金額 *3
普通株式の（中間）期末発行済株式数 *2

「19年３月期の業績予想」指標算式

○１株当たり予想当期純利益

予想当期純利益－予想優先配当額等
普通株式の中間期末発行済株式数 *2

*1  優先配当額等
*2  自己株式数を除く
*3  優先株式発行金額及び優先配当額等

　本決算短信及び添付資料には、将来の業績等に関する記述が含まれております。こうした記述は、本資料の発表日現在において入手可能
な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としており、かかる記述及び仮定は将来実
現する保証はなく、実際の結果と大きく異なる可能性があります。
　また、事業戦略や業績など、将来の見通しに関する事項はその時点での当社の認識を反映しており、一定のリスクや不確実性などが含ま
れております。これらのリスクや不確実性の原因としては、与信関係費用の増加、株価下落、金利の変動、外国為替相場の変動、法令違
反、事務・システムリスク、日本における経済状況の悪化その他様々な要因が挙げられます。これらの要因により、将来の見通しと実際の
結果は必ずしも一致するものではありません。
　当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項については、本決算短信の「３．経営成績及び
財政状態」のほか、有価証券報告書、ディスクロージャー誌等の本邦開示書類や当社が米国証券取引委員会に提出したForm　20-F年次報告
書等の米国開示書類など、当社が公表いたしました各種資料のうち最新のものをご参照ください。
　当社は、業績予想の修正等将来の見通しの変更に関する公表については、東京証券取引所の定める適時開示規則等に基づいて実施いたし
ます。従って、最新の予想や将来の見通しを常に改定する訳ではなく、またその責任も有しません。
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株式会社 みずほフィナンシャルグループ

（単位：百万円）

構成比 構成比 構成比
% % %

1,079,736 10,097 2,361
- 248,545 272,328

23,919 8,240 4,545
流 動 資 産 合 計 1,103,655 26.3 266,883 5.6 279,234 5.8

901 693 771
4,418 3,867 4,304

3,083,165 4,500,580 4,508,445
3,080,021 4,496,426 4,505,283

3,143 4,154 3,162
固 定 資 産 合 計 3,088,485 73.7 4,505,141 94.4 4,513,521 94.2

457 0.0 152 0.0 304 0.0
資 産 合 計 4,192,598 100.0 4,772,176 100.0 4,793,061 100.0

- 1,380,000 965,000
1,830,000 210,000 1,072,000

172 189 161
1,586 1,086 2,318

流 動 負 債 合 計 1,831,758 43.7 1,591,275 33.4 2,039,479 42.6

280 572 389
902 1,549 872

固 定 負 債 合 計 1,182 0.0 2,121 0.0 1,261 0.0
負 債 合 計 1,832,941 43.7 1,593,397 33.4 2,040,741 42.6

1,540,965 36.7 - - 1,540,965 32.1

385,241 - 385,241
174,794 - 50

資 本 剰 余 金 合 計 560,036 13.4 - - 385,291 8.0

4,350 - 4,350
255,186 - 822,956

利 益 剰 余 金 合 計 259,536 6.2 - - 827,306 17.3
1 0.0 - - 12 0.0

△ 882 △ 0.0 - - △ 1,255 △ 0.0
資 本 合 計 2,359,657 56.3 - - 2,752,319 57.4
負 債 資 本 合 計 4,192,598 100.0 - - 4,793,061 100.0

-           - 1,540,965   32.3 -           -

-           385,241     -           
資 本 剰 余 金 合 計 -           - 385,241     8.0 -           -

-           4,350       -           
-           1,249,924   -           

繰 越 利 益 剰 余 金 -           1,249,924   -           
利 益 剰 余 金 合 計 -           - 1,254,274   26.3 -           -

-           - △ 1,713 △ 0.0 -           -
株 主 資 本 合 計 -           - 3,178,767   66.6 -           -

-           - 10          0.0 -           -
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 -           - 10          0.0 -           -
純 資 産 合 計 -           - 3,178,778   66.6 -           -
負 債 純 資 産 合 計 -           - 4,772,176   100.0 -           -

流動負債

前事業年度末
要約貸借対照表

（平成18年3月31日）
金 額

そ の 他

（ 資 産 の 部 ）
流動資産

（平成17年9月30日）

現 金 及 び 預 金

そ の 他
未 収 入 金

科目

当中間会計期間末
（平成18年9月30日）
金 額

前中間会計期間末

金 額

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式

固定資産
有 形 固 定 資 産

短 期 借 入 金
短 期 社 債

そ の 他

自己株式

資本剰余金

利益剰余金

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

その他有価証券評価差額金

賞 与 引 当 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

利 益 準 備 金

そ の 他

固定負債

資本金
（ 資 本 の 部 ）

そ の 他 有 価 証 券評 価差 額金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金

自 己 株 式

中間貸借対照表

そ の 他 利 益 剰 余 金

評価・換算差額等

（ 純 資 産 の 部 ）
株主資本
資 本 金
資 本 剰 余 金

（ 負 債 の 部 ）

繰延資産

資 本 準 備 金
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株式会社 みずほフィナンシャルグループ

（単位：百万円）

百分比 百分比 百分比
% % %

営業収益 119,704 100.0 1,234,363 100.0 128,990 100.0
営業費用 6,499 5.4 9,277 0.8 13,477 10.4
販売費及び一般管理費 6,499 9,277 13,477 
営業利益 113,205 94.6 1,225,085 99.2 115,512 89.6

営業外収益 227 0.2 185 0.0 252 0.2
営業外費用 438 0.4 5,564 0.4 2,311 1.8

経常利益 112,995 94.4 1,219,706 98.8 113,452 88.0
特別利益 35,023 29.3 24,563 2.0 682,934 529.4
特別損失 1,373 1.2 2,730 0.2 6,154 4.8

税引前中間(当期)純利益 146,645 122.5 1,241,539 100.6 790,232 612.6
法人税、住民税及び事業税 137 2 30 
法人税等調整額 12 △ 235 △ 38 
法人税等計 150 0.1 △ 233 △ 0.0 △ 8 △ 0.0
中間(当期)純利益 146,494 122.4 1,241,772 100.6 790,240 612.6
前期繰越利益 108,691 - 108,691 
自己株式消却額 - - 75,976 
中間(当期)未処分利益 255,186 - 822,956 

金 額

前事業年度
要約損益計算書

自　平成17年4月 1日
至　平成18年3月31日
金 額

中間損益計算書

科目 金 額

前中間会計期間

至　平成18年9月30日
自　平成17年4月 1日
至　平成17年9月30日

当中間会計期間

自　平成18年4月 1日( )( ) ( )
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株式会社 みずほフィナンシャルグループ

(単位：百万円)

評価・
換算差額等

その他
利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年3月31日残高 1,540,965 385,241 50 385,291 4,350 822,956 827,306 △1,255 2,752,307 12 2,752,319

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（注） － － － － － △81,421 △81,421 － △81,421 － △81,421

中間純利益 － － － － － 1,241,772 1,241,772 － 1,241,772 － 1,241,772

自己株式の取得 － － － － － － － △733,935 △733,935 － △733,935

自己株式の処分 － － 19 19 － － － 24 44 － 44

自己株式の消却 － － △70 △70 － △733,382 △733,382 733,452 － － －

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額） － － － － － － － － － △1 △1

中間会計期間中の変動額合計 － － △50 △50 － 426,968 426,968 △457 426,460 △1 426,458

平成18年9月30日残高 1,540,965 385,241 － 385,241 4,350 1,249,924 1,254,274 △1,713 3,178,767 10 3,178,778

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

資本準備金
その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益剰余金

利益準備金
利益
剰余金
合計

中間株主資本等変動計算書
当中間会計期間（自　平成18年4月1日　　至　平成18年9月30日）

純資産
合計

資本剰余金

自己株式

株主資本

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

資本金
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＜中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項＞ 

１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、子会社株式、関連会社株式及び時価のないその他有価証券につい

ては、移動平均法による原価法により行っております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

有形固定資産は、定率法（ただし、建物については定額法）を採用しております。 

なお、耐用年数は次のとおりであります。 

建物       ：４年 ～ 47 年 

器具及び備品：２年  ～ 17 年      

（２）無形固定資産 

      商標権については、定額法を採用し、10 年で償却しております。 

      自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主として５年）

に基づく定額法により償却しております。   

３．繰延資産の処理方法 

創立費及び開業費については、定額法（５年）により償却しております。 

４．引当金の計上基準 

（１） 賞与引当金 

従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当中間会計期間に帰属する額を計上しております。 

（２） 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上し

ております。 

数理計算上の差異は、各発生年度における従業員の平均残存勤務期間内の一定年数

（10 年）による定額法に基づき按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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＜中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更＞ 

１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 17

年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を当中間会計期間から適用しており

ます。なお、当中間会計期間末における従来の「資本の部」に相当する金額は 3,178,778

百万円であります。 

 ２．自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準 

  「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準第１号 平成

14 年２月 21 日）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第２号 平成 14 年２月 21 日）が平成 17 年 12 月 27 日付及び平

成 18 年８月 11 日付で一部改正され、会社法の定めが適用される処理に関して適用され

ることになったことに伴い、当中間会計期間から同会計基準及び適用指針を適用してお

ります。これによる中間貸借対照表等に与える影響は軽微であります。 

 

＜表示方法の変更＞ 

中間貸借対照表上「未収入金」は、前中間会計期間まで「流動資産のその他」に含めて

表示しておりましたが、当中間会計期間において金額的重要性が増したため区分掲記して

おります。 

なお、前中間会計期間末の「未収入金」の金額は 21,973 百万円であります。 

 

＜中間貸借対照表関係＞ 

１．有形固定資産の減価償却累計額は 1,068 百万円となっております。 

２．担保に供している資産 

  投資その他の資産のうち 1,072 百万円 

３．保証債務 

（１）Mizuho Financial Group (Cayman) Limited 発行の劣後特約付社債に対し劣後特約付保

証 475,682 百万円を行っております。 

（２）みずほコーポレート銀行及び Mizuho Corporate Bank(Germany) Aktiengesellschaft の

ドイツ国内の預金に対し、ドイツ預金保険機構規約に基づき、ドイツ銀行協会宛に補償す

る念書を差入れております。 

   みずほコーポレート銀行                30,406 百万円 

   Mizuho Corporate Bank(Germany) Aktiengesellschaft   16,163 百万円 
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＜中間損益計算書関係＞ 

１．減価償却実施額    

      有形固定資産           97 百万円 

      無形固定資産          714 百万円 

２．営業外収益のうち主要なもの 

      受取利息               12 百万円 

３．営業外費用のうち主要なもの 

      支払利息            4,872 百万円 

   短期社債利息       516 百万円 

 

＜中間株主資本等変動計算書関係＞ 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

                                    （単位：千株） 

 前事業年度末 

株式数 

当中間会計期間

増加株式数 

当中間会計期間

減少株式数 

当中間会計期間末

株式数 

適要 

自己株式      

 普通株式 2 132 131 3 
注１ 

 第四回第四種 

優先株式 
－ 150 150 － 注２ 

 第六回第六種 

優先株式 
－ 150 150 － 注２ 

合計 2 432 431 3  

注１ 増加は自己株式（普通株式）の取得（131 千株）及び端株の買取（0千株）によるもの

であり、減少は自己株式（普通株式）の消却（131 千株）及び端株の買増請求に応じた

こと（0千株）によるものであります。 

 ２ 自己株式（優先株式）の取得及び消却によるものであります。 

 ３ 「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第６号 平成 17 年 12 月 27

日）及び「株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第 9号 平成 17 年 12 月 27 日）が会社法施行日以後終了する中間会計期間から適用

されることになったことに伴い、当中間会計期間から同会計基準及び適用指針を適用

し、中間株主資本等変動計算書を作成しております。 

 

＜有価証券関係＞ 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

中間貸借対照表          時       価              差       額 

計    上    額 

    子会社株式    137,171 百万円          934,429 百万円            797,257 百万円     




